
◎　施策の基本情報

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取り組み実績

2

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

総
合
計
画
中
期
プ
ラ
ン

現状と課題

地域主体のまちづ
くり

政策の
目指す姿

・地域の主体的なまちづくりを進めるための基本となる区域として、２７のコミュニティ地区を置いています。地区内にはコミュ
ニティ会議が組織され、コミュニティ会議が主体となって策定した地区の長期的な将来像を示す「地区ビジョン」に基づき、住
民主体の地域づくりが進められています。
・各コミュニティ会議では、地区内の生活環境整備のほか、３世代交流事業や郷土芸能の発表、６次産業化への取り組み
等、地域の特色を生かした個性あふれる事業が展開されています。

関係課名施策№ 2 施策名
コミュニティ会議の
基盤強化

施策の
目指す姿

コミュニティ会議を中心に、自
主的な地域づくり活動を行っ
ています

施　策　評　価　シ　ー　ト　（ 平 成 ２ ５ 年 度 実 績 評 価 ） 

個性あふれる地域づくりが活
発に行われています

施策
主管課

地域づくり課
施策主管
課長名

久保田　留美子政策№ 4-1 政策名

(1)自主的な地域づくり活動の活発化
○地域づくり交付金の交付
　・27コミュニテイ会議に総額200,000千円の地域づくり交付金の交付
○情報交換会や研修会等の開催
　・「コミュニティ会議と市との協議の場」(2回）、「コミュニティ事務局員研修会」(1回）の開催
○コミュニティ会議の改善検討と組織基盤確立のための支援
　・「コミュニティ会議と市との協議の場」における改善検討、地域支援室による庁内横断的なコミュニティ会議の支援
○コミュニティ会議の活動内容の広報
　・市広報におけるコミュニティ会議の活動紹介

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測ることにしたのか）

成果指標の測定企画
（どのように実績を把握するのか） 単位

数値
区分

Ｈ２３ Ｈ２４
Ｈ２５

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８
(基準年度)

地域の総課題件数の
うち、地域で課題解決
した件数の割合

コミュニティ会議が自ら地
域内の課題を把握し、自
ら取り組んで解決するこ
とにより、27の個性あふ
れる地域づくりが形成さ
れることから成果数値とし
て設定した。コミュニティ
会議の役割は、住民と協
働して地域課題の解決
を図り、住み良い地域社
会をつくり上げることであ
ることから、地域が自ら課
題に取り組んで解決した
状況を示す指標

コミュニティ会議に聞き
取りをし、地域（コミュニ
ティ会議を構成する自
治会や専門部会）から
の課題件数（事業要望
数）と解決件数(事業実
施した件数）を把握し
集計する。 ％

目標値 75.0 75.0 75.0

実績値 65.0 72.0 76.0

目標値

実績値

目標値

実績値

達成度 達成状況に関する背景・要因

・成果指標の「地域の総課題件数のうち、地域で課題解決した件数の割合」は地域づくり交付金の交付が始まったH19は
47.5％であったものが、H25は76.0％と地域で課題解決した割合が増えていることから、特にハード事業の課題解決に対し
て地域づくり交付金の交付による成果が表れていると考える。

－施策評価シート1－



４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

（課題）
・コミュニティ会議のあり方や地域づくり交付金のあり方においては、コミュニティ会議が行うこと、市がおこなうことの境界が明確ではない課題
があることから、地域づくり交付金や振興センターのあり方の検証を行うことが必要。

（今後の方向性）
・コミュニティ会議のあり方、地域づくり交付金のあり方について検証した結果により、コミュニティ会議への支援として、よりよい地域づくりのしく
みとなるよう制度の構築を行う。
・地域づくりを推進するため、地域支援監によるコミュニティ会議の支援が重要であることから、地域支援室の強化と地域づくりの再構築を行
う。

コミュニティ会議の活動内容の広報 地域づくり課

Ａ

市の広報へ掲載することにより、
より多くの市民にコミュニティ会
議の活動を紹介するために有効
な手段となっている。

市広報におけるコミュニティ会議の活動紹介を実施した。

コミュニティ会議と市との協議の場を持ち情報交換を実施した。(2回）、また、コミュニティ事務
局員研修会(1回）を開催した。
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番
号

事務事業名 担当課 施策
への

貢献度
貢献度の判断理由

事業内容（実績）

地域コミュニティ推進事業 地域づくり課

Ａ

地域づくり交付金の使途を検証
した結果、ハードおよびソフト事
業に活用されており、地域の課
題解決に効果が現れていること
から、地域づくり交付金は有効に
活用されている。

地域づくり交付金の交付（27コミュニティ会議へ総額200,000千円）

2

情報交換会や研修会等の開催 地域づくり課

Ａ

コミュニティ会議との意見交換、
事務職員の研修を行うことにより
地域コミュニティ会議との情報共
有を行い有効に活用されてい
る。

3

コミュニティ会議の改善検討と組織基盤確立のための支援 地域づくり課

Ｂ

地域支援室により庁内横断的な
コミュニティ会議への支援に努め
ているが、その手段など検討の
余地がある

コミュニティ会議と市との協議の場において改善検討し、地域支援室による庁内横断的なコ
ミュニティ会議の支援を実施した。

5

地域支援室業務 地域づくり課

Ｂ

地域支援室地域支援監によるコ
ミュニティ会議業務への支援に
努めているが、その手段など検
討の余地がある

コミュニティ会議に対する日常業務支援を実施した。
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６　施策の総合的な評価

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか）

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
・地域づくり交付金については、交付額、配分割合等について意見もあることから検証が必要。使途についても、特にハード事業のうち、市が
行うべきではないかとの意見もある内容があることから検証が必要である。(26年度中検証予定である。）

（新たに取り組むべき事業はないか）
・前記の検証を行ったうえで、地域づくり交付金のあり方について検討をし、よりよい地域づくりのしくみとすることが必要。

－施策評価シート2－


